
総合型地域スポーツクラブに関する実態調査の
結果について

令和7年3月
スポーツ庁

公益財団法人日本スポーツ協会



（スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」に基づき集計）

総合型地域スポーツクラブの設置状況 （令和6年7月1日現在）

 育成クラブ数 令和６年度：3,581クラブ

 クラブ育成率  令和６年度：79.8％

※ クラブ育成率：全市区町村に対する総合型地域スポーツクラブが設置されている市区町村の割合
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総合型地域スポーツクラブ設置数、設置率

①総合型地域スポーツクラブ（創設準備中含む）のある市区町村数／②各都道府県の全市区町村数×１００

総合型地域スポーツクラブ数の推移（過去10年間）

都道府県別設置状況（令和6年7月1日現在）

年度 H25 H26 H27 H28 H29 R1 R2 R3 R4 R5 R６

設置クラブ数
3,493 3,512 3,550 3,586 3,580 3,604 3,594 3,583 3,583 3,551 3,581

（創設済クラブ+創設準備中クラブ）

クラブ設置市区町村（①） 1,377 1,394 1,407 1,407 1,409 1,401 1,403 1,408 1,401 1,397 1,390

全国市区町村数（②） 1,742 1,741 1,741 1,741 1,741 1,741 1,741 1,741 1,741 1,741 1,741

クラブ設置市区町村の割合
79.0 80.1 80.8 80.8 80.9 80.5 80.6 80.9 80.5 80.2 79.8（①÷②×100（％））

(%)

※数値は各年度の７月１日現在

 市区町村に対する設置状況：市部（特別区含む）93.4％・町村部 67.9％ 

２（スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」に基づき集計）



総合型地域スポーツクラブの学校運動部活動の地域移行に
関する活動状況①

 学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行についての認知度は81.3％（R5: 75.3％）

 学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に取り組んでいるクラブは36.7％

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」 ３

29.1% 52.7% 16.4%

1.7%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域連携・地域クラブ活動への移行（地域移行）について

よく知っている ある程度のことは知っている 聞いたことはあるが、詳しくは知らない ほとんど知らない その他

N=1,589クラブ

15.5% 11.0% 10.2% 63.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域連携・地域クラブ活動への移行（地域移行）に関する取組状況

学校運動部活動の地域連携に取り組んでいる 学校運動部活動の地域クラブ活動への移行に取り組んでいる

学校運動部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行の両方に取り組んでいる いずれも取り組んでいない

N=1,583クラブ



総合型地域スポーツクラブの学校運動部活動の地域移行に
関する活動状況②

 地域クラブ活動の運営団体を担っているクラブは休日11.1％、平日6.2％

  担う予定である・担いたいと考えているクラブは休日29.5％、平日29.6％

 地域クラブ活動の実施主体を担っているクラブは休日10.8％、平日6.4％

担う予定である・担いたいと考えているクラブは休日30.0％、平日29.6％

４
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27.0% 48.8% 10.7%
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休日の地域クラブ活動の運営団体

現在担っている 今後担う予定である 担いたいと考えている

担うことは考えていない その他

N=1,583クラブ
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休日の地域クラブ活動の実施主体

現在担っている 今後担う予定である 担いたいと考えている

担うことは考えていない その他

N=1,583クラブ
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平日の地域クラブ活動の運営団体

現在担っている 今後担う予定である 担いたいと考えている

担うことは考えていない その他

N=1,572クラブ
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平日の地域クラブ活動の実施主体

現在担っている 今後担う予定である 担いたいと考えている

担うことは考えていない その他

N=1,583クラブ

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」



総合型地域スポーツクラブの学校運動部活動の地域移行に
関する活動状況③

 総合型地域スポーツクラブが運営団体・実施主体となる場合の課題については、「指導者

の確保」が86.0％となっており、指導者確保が大きな課題。

５

86.0%

63.3%

58.8%

57.2%

54.7%

54.4%

49.7%

49.5%

49.3%

45.8%

42.8%

38.0%

37.5%

36.5%

29.4%

1.5%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

指導者の確保

行政や学校との連携体制

保護者・生徒の理解

クラブと自治体や学校をつなぐコーディネーターの確保

事務員等の確保

トラブルや事故等の対応

地域クラブ活動としての大会への参加・引率

平日・休日の一貫指導

活動する施設・設備の確保

学校の理解

参加者管理､連絡･調整,会費徴収等を行うためのアプリ・システムの活用

移動手段の確保

スポーツ用具等の確保

学校の運動施設の開放 

地域住民の理解

特にない

その他

総合型地域スポーツクラブが運営団体・実施主体となる場合の課題（複数回答） N=1,567クラブ

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」



総合型地域スポーツクラブ「登録・認証制度」の登録状況

 登録制度に登録したクラブ49.1％

 認証制度の認知度は、登録クラブ69.9％、未登録クラブ15.7％

６

49.1% 6.5% 39.5% 5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

登録制度の登録状況

登録している 現在登録はしていないが、今後登録予定 登録する予定はない その他

N=1,573クラブ

69.9% 22.3% 4.9% 2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

認証制度の認知度 【登録クラブ】

知っていて、興味がある 知っているが、興味はない 知らないが、興味はある 知らないし、興味もない

N=754クラブ

15.7% 46.5% 13.3% 24.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

認証制度の認知度 【未登録クラブ】

知っていて、興味がある 知っているが、興味はない 知らないが、興味はある 知らないし、興味もない

N=798クラブ

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」



総合型地域スポーツクラブの活動状況

 会員101~300人規模のクラブが、40.8％を占めている。

 卓球、バドミントンは約半数のクラブで活動種目として実施されている。

７

29.2% 40.8% 24.3% 5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年総会員数

1～100人 101～300人 301～1000人 1001人～

N=1,442クラブ
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徴収している 徴収していない

N=1,517クラブ
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法人格取得の有無

クラブとして取得している 運営団体が取得している 取得していない

N=1,552クラブ
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種目別クラブ数（スポレク種目）（複数回答） N=1,493クラブ
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登山・クライミング

ボウリング

ビーチバレーボール

インディアカ

親子リトミック

パークゴルフ

ラグビーフットボール

カヌー
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スノーボード

その他

〔単位：クラブ数〕
（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会
「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」



 総合型地域スポーツクラブは、スポーツを通じた健康増進、子育て支援、学校との連携、

スポーツによる地域活性化、障害者スポーツなど特色ある多様な取組を実施。

総合型地域スポーツクラブの特色ある取組①

８

40.4%

10.5%

8.4%

2.1%

2.5%

3.6%

51.8%

2.7%

0% 20% 40% 60%

健康づくりや健康増進・介護予防のため

の、クラブ独自の事業の実施

行政から介護予防事業を受託して実施

地域包括支援センターと連携した取組

の実施

医療機関等と連携した取組の実施

医療費削減を具体的な目標として掲げ

た取組の実施

企業を対象とした健康教室等の開催（指

導者の派遣を含む）

特に行っていない

その他

クラブの特色ある取組（複数回答）【スポーツを通じた健康増進】

37.5%

11.3%

10.3%

5.7%

4.3%

2.4%

47.5%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

親子が一緒に参加できるスポーツ教室

等の開催

20～30歳代のスポーツ参加促進に向け

た取組の実施

学童保育や放課後子供教室への指導者

の派遣など連携・協働した取組の実施

行政から学童保育や放課後子供教室に

関する事業を受託して実施

不登校や引きこもりの子供や、特別な支

援が必要な子供のスポーツ活動の場を

提供するための取組の実施

託児付きスポーツ教室等の開催

特に行っていない

その他

N=1,485クラブ

クラブの特色ある取組（複数回答）【子育て支援・若者のスポーツ参加】

N=1,462クラブ

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」



総合型地域スポーツクラブの特色ある取組②

９

28.2%

11.5%

9.4%

2.7%

54.2%

7.5%

0% 20% 40% 60%

学校の行事への協力

クラブから学校運動部活動（中学・高校）

への外部指導者の派遣等の実施

クラブから学校の体育授業への指導者

派遣の実施

学校の教員を対象とした講習会の開催

特に行っていない

その他

クラブの特色ある取組（複数回答）【学校との連携】
N=1,468クラブ

27.8%

17.7%

8.6%

6.5%

3.8%

2.9%

53.7%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

スポーツによる地域おこしやまちづくりに

関する取組の実施

スポーツによる地域活性化を目的とした連

携組織（地域スポーツコミッション等）への

参画・協力

学生のインターンシップ等により指導者や

クラブの運営補助として活用

プロチームやトップアスリートを有する企業

と連携した取組の実施

企業や大学の施設を活用したスポーツ教

室等の開催

フィットネスクラブなどの民間スポーツクラ

ブと連携した取組の実施

特に行っていない

その他

クラブの特色ある取組（複数回答）

【スポーツによる地域活性化・企業大学との連携】
N=1,466クラブ

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」



総合型地域スポーツクラブの特色ある取組③

１０

21.7%

7.5%

11.4%

5.4%

2.5%

9.6%

58.8%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

近隣のエリアにおいて、複数の総合型ク

ラブとネットワークを構築し、連携・協働し

た事業の実施

複数の総合型クラブによる指導者や施設

等を共有したスポーツ教室等の開催

他のスポーツ団体（総合型クラブ除く）とス

ポーツ教室等の共同開催

他のスポーツ団体（総合型クラブ除く）と施

設の共有

他のスポーツ団体（総合型クラブ除く）の

事務局を担っている

トップアスリート（引退後の選手等）を活用

したスポーツ教室等の開催

特に行っていない

その他

N=1,462クラブ

クラブの特色ある取組（複数回答）
【他の総合型クラブや他のスポーツ団体との連携・トップアスリートの活用等】

25.4% 36.2% 9.5% 28.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

クラブの活動への障害者の参加

現在参加している 
受け入れは可能であるが、現在参加していない
今後も受け入れることはできない
わからない 

N=1,501クラブ

クラブにおける障害者の受け入れ実績：25.4％

57.9%

48.9%

24.7%

23.2%

16.6%

11.6%

8.7%

5.5%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障害の有無にかかわらず、誰もが参加できる定

期的な活動や教室を用意している

障害の有無にかかわらず、誰もが参加できるイ

ベント等を用意している

プログラム・イベント等に障害者のための特段な

配慮はない 

障害者を主な対象とする定期的な教室や活動等

を用意している

プログラム・イベント等に障害者のための特別な

配慮をしている

障害者を主な対象とするイベント等を用意してい

る

クラブのスタッフに障害者がいる

大会出場等を目指す障害者のチームがある

その他 

障害者のクラブへの参加状況 N=380クラブ

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」



１１

総合型地域スポーツクラブの広報手段

 クラブの主な広報手段は、 チラシ・パンフレットが68.5％
 クラブの広報における課題は、「広報担当する人材確保」49.2％

68.5%

54.4%

37.8%

32.9%

23.5%

5.4%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

チラシ・パンフレット

ホームページ

SNS(X(旧Twitter)、Facebook 、

Instagram等)

市区町村行政の定期的な広報誌

クラブの定期的な広報誌

新聞折り込み

その他

クラブの広報手段【複数回答】

N=1,448クラブ

49.2%

43.5%

42.3%

42.0%

37.9%

23.3%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

広報を担当する人材確保

広報に係る業務負担

ＳＮＳの活用

世代ごとの有効な周知方法

広報に必要な費用

広報の効果測定

その他

クラブの広報に関する課題【複数回答】

N=1,390クラブ

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」



 「クラブ内で現状や課題、改善策等を話し合う機会を設けている」クラブは74.1％
 「市区町村行政はクラブに対する理解がある」と感じているクラブは54.9％

総合型地域スポーツクラブの自己点検、行政との連携

１２

74.1%

26.0%

22.8%

18.2%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

クラブ内で現状や課題、改善策等を話

し合う機会を設けている

話合いや点検・評価の結果を踏まえて

改善策を次年度の計画に反映させてい

る

評価指標・チェックリストを活用して

自己点検・評価を行っている

特に行っていない

その他

クラブの現状把握・改善のための取組（複数回答）

N=1,497クラブ

54.9%

45.6%

29.3%

20.7%

17.9%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80%

市区町村行政は総合型クラブに対する

理解がある

市区町村行政との連携体制が整ってい

る

市区町村行政を含めた連絡協議会等を

定期に開催

地域課題解決のための方策等について

市区町村行政と連携して事業を実施

特に連携していない

その他

行政との連携（複数回答）

N=1,473クラブ

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」



 クラブの主な課題は「人材確保」と「財政的自立」

 「人材確保」では人材の世代交代、後継者確保、指導者の確保が課題

 「財政的自立」では受益者負担による財源確保が課題

総合型地域スポーツクラブの課題

１３

77.6%

59.3%

35.8%

34.7%

30.2%

38.0%

17.5%

44.6%

37.4%

36.7%

27.4%

58.9%

31.1%

27.4%

0% 20% 40% 60% 80%

クラブ運営を担う人材の世代交代・後継者確保

指導者の確保（養成）

会員のクラブ運営への参画促進

事務局員の確保

クラブマネジャーの確保（養成）

スポーツ活動等の活動場所の安定的な確保

事務局スペースの確保

会員の世代の拡大

活動種目の拡大

楽しみ志向、健康志向、交流志向、競技志向な

ど多志向の事業拡大

会員間の交流促進

会費・参加費など受益者負担による財源確保

寄附金、協賛金による財源確保

委託事業等の事業収入による財源確保

クラブの現在の課題（1/2）（複数回答）
N=1,502クラブ

＜人材の確保等 ＞

＜活動拠点の確保等＞

＜事業の多様性＞

＜財政的自立＞

41.3%

39.5%

30.3%

28.2%

27.2%

22.2%

22.0%

20.2%

18.0%

17.0%

31.4%

20.6%

19.2%

9.7%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80%

行政（スポーツ担当部局）との連携

行政（学校体育・部活動担当部局）との連携

行政（地域活性化・まちづくり担当部局）との

連携

市区町村体育・スポーツ協会との連携

行政（高齢者の健康増進・介護予防担当部局）

との連携

他の総合型クラブとの連携

スポーツ以外の分野の組織・団体や民間企業と

の連携

行政（子育て支援担当部局）との連携

スポーツ少年団との連携

障害者スポーツ団体との連携

クラブ間でのクラブ経営に関する情報の交換

クラブ経営に関する研修機会の確保

各分野（法律、経理、労務管理等）の専門家へ

の相談機会の確保

特に課題はない

その他

クラブの現在の課題（2/2）（複数回答）
N=1,502クラブ

＜連携体制の構築＞

＜情報収集等＞

＜その他＞

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」



 クラブマネジャーを配置しているクラブは48.9％、手当の平均は5,641円/日

 「日本スポーツ協会公認マネジメント資格保有者」が1人以上いるクラブは50.5％

総合型地域スポーツクラブの課題（人材確保①）

１４

48.9% 51.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

クラブマネジャーの配置の有無

配置している 配置していない

N=1,514クラブ

5,641円

7,670円

3,612円

0円 2,000円 4,000円 6,000円 8,000円 10,000円

全体平均

常 勤

非 常 勤

クラブマネジャーの勤務形態別（常勤・非常勤）手当の平均額

N=452クラブ

※一日当たりの平均額

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」

50.5% 49.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本スポーツ協会公認マネジメント資格保有者の有無

JSPO公認マネジメント資格保有者が1人以上いる

JSPO公認マネジメント資格保有者はいない

N=1,603クラブ

18.2% 14.3% 67.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本スポーツ協会公認マネジメント資格保有者の内訳

両マネジメント資格とも保有者が1人以上いる

クラブマネジャー資格保有者のみ1人以上いる

アシスタントマネジャー資格保有者のみ1人以上いる

N=809クラブ



44.2%

3.3%

52.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

日本スポーツ協会公認資

格

日本パラスポーツ協会公

認資格

その他機関の資格

有資格スポーツ指導者の認定機関別人数 N=10,257人

総合型地域スポーツクラブの課題（人材確保②）

１５（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」

47.9% 52.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

スポーツ指導者有資格者数

有資格指導者 資格を持たない指導者

N=21,271人

 指導者は１クラブに平均16.5人が所属、そのうち「有資格者」は47.9％、手当の

平均は2,665円/回

 有資格指導者のうち、44.2%が日本スポーツ協会公認資格を保有。

16.5 人

5.9 人

13.9 人

28.9 人

36.8 人

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人 40人

全 体 平 均

1～  100人

101～  300

人

301～1,000

人

1,001人～

会員規模別スポーツ指導者平均数 N=1,442クラブ

2,665円

3,313円

2,016円

0円 1,000円 2,000円 3,000円 4,000円

全体平均

有資格指導者

資格を持たない指

導者

スポーツ指導者の有資格者別の手当の平均額 N=11,774人

※一回当たりの平均額



 予算規模は委託費収入（指定管理含む）により二極化傾向にある。

 自己財源率が「51%～100%」のクラブは69.4％（H17年度：31.4％）

総合型地域スポーツクラブの課題（財政的自立）

１６

31.6%

12.2%

8.9%

6.7%

5.1%

3.0%

2.6%

2.4%

2.4%

1.7%

23.3%

0% 10% 20% 30% 40%

1～ 1,000,000円

1,000,001～ 2,000,000円

2,000,001～ 3,000,000円

3,000,001～ 4,000,000円

4,000,001～ 5,000,000円

5,000,001～ 6,000,000円

6,000,001～ 7,000,000円

7,000,001～ 8,000,000円

8,000,001～ 9,000,000円

9,000,001～10,000,000円

10,000,001円～

予算規模（総額） N=1,315クラブ

1.9%

0.4%

5.1%

11.2%

12.0%

13.8%

21.5%

34.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

0%

1%未満

1～ 10%

11～ 30%

31～ 50%

51～ 70%

71～ 90%

91～100%

自己財源（会費・事業費・委託費）率 N=1,315クラブ

（出典）スポーツ庁・公益財団法人日本スポーツ協会「令和６年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」
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